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当初予算の規模
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単位:千円、％

  年 度  令和3年度 令和2年度 比較 伸率

A B A-B=C C/B

8,496,000 8,579,000 ▲ 83,000 ▲ 1.0

2,068,000 2,055,000 13,000 0.6

8,179,000 7,948,000 231,000 2.9

47,346 44,847 2,499 5.6

18,790,346 18,626,847 163,499 0.9

収益的支出 828,086 840,694 ▲ 12,608 ▲ 1.5

資本的支出 187,692 69,246 118,446 171.1

収益的支出 2,727,999 2,859,964 ▲ 131,965 ▲ 4.6

資本的支出 1,538,915 1,708,960 ▲ 170,045 ▲ 10.0

収益的支出 234,300 229,400 4,900 2.1

資本的支出 22,991 11,947 11,044 92.4

収益的支出 329,000 324,700 4,300 1.3

資本的支出 20,182 13,018 7,164 55.0

収益的支出 3,587,593 3,662,291 ▲ 74,698 ▲ 2.0

資本的支出 3,005,326 2,872,796 132,530 4.6

12,482,084 12,593,016 ▲ 110,932 ▲ 0.9

31,272,430 31,219,863 52,567 0.2合 計

特
別
会
計

企
業
会
計

 会 計 名

病院事業

水道事業

診療所事業

介護老人保健施設事業

下水道事業

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険

野洲川基幹水利施設管理事業

小 計

小 計



国民健康保険特別会計（１）
令和３年度当初予算の概要【市民環境部】
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方

２ 当初予算額

（単位：千円）

３ 前年度との比較

所 属

保険年金課
医療費増による保険給付費等の増 【＋68,017千円】

国民健康保険事業費納付金の算出による減 【▲184,851千円】

予算額の主な増減、事業見直しの内容

【部局の役割】

市民環境部では、国民健康保険の事業の運営を担っています。
国民健康保険の都道府県単位化に伴い、負担と給付の公平化に向けて、医療費の適正化を目指し保健事業

を実施するとともに、誰もが安心して医療が受けられるために国民健康保険財政の安定化を目指します。

【令和３年度事業計画に対する方針】

医療費の適正化に取り組むことを大きな目標とし、特定保健指導の指導終了率の向上や生活習慣病の重症
化予防に取り組むとともに、中間評価を行った甲賀市国民健康保険保健事業実施計画(第２期データヘルス計
画） (第３期特定健康診査等実施計画）に基づき、将来的な医療費削減を目指します。

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

保険年金課 8,496,000 2,180,060 6,315,940 8,579,000 2,414,783 6,164,217 ▲ 83,000 ▲ 234,723 151,723

部局合計 8,496,000 2,180,060 6,315,940 8,579,000 2,414,783 6,164,217 ▲ 83,000 ▲ 234,723 151,723

歳出総額 歳出総額
所 属

令和３年度当初予算額① 令和２年度当初予算額② 差引（①－②）

歳出総額



国民健康保険特別会計（２）
当初予算の概要
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国民健康保険は、国民皆保険制度を支える基盤の役割を担っており､地域住民
の健康保持増進を図り、社会の安定と発展に大きく貢献してきました。

一方で、他の医療保険に属さない方を被保険者としていることから、高齢者
や低所得者の割合が高く、全国的に国保の運営は厳しい状況にあります。

これらの構造的な問題を解消し、持続可能な医療保険制度を構築していくた
め国民健康保険法等が改正され、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任
主体となり、県と市町が共同保険者として安定した国保運営を行っています。

被保険者数の推移

年齢別構成

保険給付費の状況

平成29年度 伸率 平成30年度 伸率 令和元年度 伸率

一般療養給付費
決算額

4,921,951,675 0.6% 4,991,338,166 1.4% 5,143,089,494 3.0%

3年平均伸率 1.7%
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（単位:円、％）
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一般被保険者(人) 退職被保険者(人)
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国民健康保険特別会計（３）
歳入の状況
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1.国民健康保険税

1,599,659
19%

4.使用料及び手数料

1,000

0%

7.県支出金

6,311,437

74%

9.財産収入

458

0%

11.繰入金

571,201

7%

12.繰越金

10

0%

13.諸収入

12,235

0%

科   目 令和３年度 令和２年度 比 較 増減率
  1.国民健康保険税 1,599,659 1,709,721 ▲ 110,062 ▲ 6.4
  4.使用料及び手数料 1,000 1,200 ▲ 200 ▲ 16.7
  7.県支出金 6,311,437 6,150,499 160,938 2.6
  9.財産収入 458 598 ▲ 140 ▲ 23.4
 11.繰入金 571,201 695,662 ▲ 124,461 ▲ 17.9
 12.繰越金 10 10 0 0.0
 13.諸収入 12,235 12,235 0 0.0
   国庫支出金 0 9,075 ▲ 9,075 ▲ 100.0

合     計 8,496,000 8,579,000 ▲ 83,000 ▲ 1.0

（単位：千円）
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1．国民健康保険税
【R3予算額 1,599,659千円（ R2予算額 1,709,721千円、対前年度 △110,062千円、

△6.4%）】

国民健康保険税は、医療給付費分・後期高齢者支援分・介護納付金分からなり、
介護納付金分は40歳～64歳の被保険者に賦課するもの。

甲賀市税・料金等収納向上対策強化計画に基づき、収納率は現年課税分95.92％、
滞納繰越分15.75％と見込み、令和2年度調定額に新型コロナウイルス感染症の影響
による所得減少を見込み計上。

（単位:千円）

目 細 節 令和3年度 令和2年度 増減額
医療給付費分
現年課税分

1,058,001 1,124,888 ▲ 66,887
医療給付費分
滞納繰越分

40,600 45,052 ▲ 4,452
後期高齢者支援金分

現年課税分
354,263 378,724 ▲ 24,461

後期高齢者支援金分
滞納繰越分

11,900 13,176 ▲ 1,276
介護納付金分
現年課税分

126,365 137,745 ▲ 11,380
介護納付金分
滞納繰越分

7,000 7,747 ▲ 747

小 計 1,598,129 1,707,332 ▲ 109,203

医療給付費分
現年課税分

10 300 ▲ 290
医療給付費分
滞納繰越分

1,100 1,254 ▲ 154
後期高齢者支援金分

現年課税分
10 100 ▲ 90

後期高齢者支援金分
滞納繰越分

200 336 ▲ 136
介護納付金分
現年課税分

10 100 ▲ 90
介護納付金分
滞納繰越分

200 299 ▲ 99

小 計 1,530 2,389 ▲ 859

1,599,659 1,709,721 ▲ 110,062合 計

一般被保険者  
国民健康保険税

退職被保険者等 
国民健康保険税

国民健康保険特別会計（４）
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7.県支出金
【R3予算額 6,311,437千円（R2予算額 6,150,499千円、対前年度 160,938千円、

2.6%）】

〇 保険給付費等交付金 6,296,045千円 （R2 6,136,248千円）
・普通交付金 6,121,579千円（R2 6,018,977千円）

保険給付費に要した費用が交付される。

・特別交付金 174,466千円（R2 117,271千円）
市の財政状況やその他の事業など個別の事情に応じて財政の調整のために交付

される。
〇 保険給付対策費補助金 15,392千円 （R2 14,251千円）

県制度の福祉医療費波及増分のうち、国庫負担金の減額相当分の１／２を市町
に補助。

〇 督促手数料 1,000千円 （R2     1,200千円）

4.使用料及び手数料
【R3予算額 1,000千円（R2予算額 1,200千円、対前年度 △200千円、△16.7%）】

国民健康保険特別会計（５）
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13.諸収入
【R3予算額 12,235千円（R2予算額 12,235千円、対前年度 0千円、0.0％）】

〇 延滞金、加算金及び過料 8,100千円 （R2 8,100千円）
国保税収納に係る延滞金を計上。

〇 雑入 4,135千円 （R2 4,135千円）
交通事故の保険使用等に係る第三者納付金、資格喪失後受診等にかかる医療費の返還金

を計上。

〇 一般会計繰入金 513,351千円 （R2 540,206千円）

・ 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 231,736千円 （R2 237,755千円）
保険税負担軽減のため、政令に基づき保険税の軽減分を一般会計から繰入れるもの。
負担割合は県3/4、市1/4。

・ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 139,654千円 （R2    141,018千円）
保険税軽減の対象となった一般被保険者数に応じて、平均保険税の一定割合を公費で
補填するもので、低所得者数に応じた保険者への財政支援。
負担割合は国1/2、県1/4、市1/4。

・ 出産育児一時金等繰入金 18,200千円 （R2 19,600千円）
出産育児一時金27,300千円（１子42万円×65人）の2/3を一般会計から繰入。

・ 財政安定化支援事業繰入金 28,144千円 （R2 28,652千円）
保険税の所得割負担能力、病床数、高齢者数など、保険者の責めに帰することができ
ない特別事情によって繰入が認められるもの。地方交付税の財政措置あり。

・ その他一般会計繰入金 95,617千円 （R2  113,181千円）
福祉医療費助成波及増分 37,760千円
特定健診・特定保健指導事業 20,000千円
事務費拠出金 37,857千円

〇 財政調整基金繰入金 57,850千円 （R2 155,456千円）
国民健康保険財政調整基金よりの繰入金。

11.繰入金
【R3予算額 571,201千円（R2予算額 695,662千円、対前年度 △124,461千円、

△17.9％）】

国民健康保険特別会計（６）
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国民健康保険特別会計（７）
歳出の状況

1.総務費

57,216

1%

2.保険給付費

6,126,900

72%

3.国民健康保険事業費納付金

2,136,461

25%

4.共同事業拠出金

3

0%

6.保健事業費

111,282 

1%

7.基金積立金

458

0%

9.諸支出金

58,680

1% 10.予備費

5,000

0%

科 目 令和３年度 令和２年度 比 較 増減率

1.総務費 57,216 61,290 ▲ 4,074 ▲ 6.6

2.保険給付費 6,126,900 6,058,883 68,017 1.1
3.国民健康保険事業費
納付金

2,136,461 2,321,312 ▲ 184,851 ▲ 8.0

4.共同事業拠出金 3 3 0 0.0

6.保健事業費 111,282 114,072 ▲ 2,790 ▲ 2.4

7.基金積立金 458 598 ▲ 140 ▲ 23.4

9.諸支出金 58,680 17,842 40,838 228.9

10.予備費 5,000 5,000 0 0.0

合   計 8,496,000 8,579,000 ▲ 83,000 ▲ 1.0

（単位:千円、％）
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１．総務費
【R3予算額 57,216千円（R2予算額 61,290千円、対前年度 △ 4,074千円、△ 6.6%）】

〇 一般管理費 36,944千円 （R2 45,948千円）
国保事業を運営するための一般事務費やレセプト点検のための人件費を計上。

〇 国民健康保険団体連合会負担金 6,321千円 （R2   5,043千円）

〇 賦課徴収費 13,621千円 （R2 9,976千円）

〇 運営協議会費 330千円 （R2 323千円）

２．保険給付費
【R3予算額 6,126,900千円（R2予算額 6,058,883千円、対前年度 68,017千円、

1.1％）】

保険給付費については、令和元年度の保険給付費の決算額と納付金算定時の医療費推計
を参考に、医療費の伸びを2.03%で積算。

項 目 令和３年度 令和２年度 比較

一般被保険者療養給付費 5,192,427 5,117,218 75,209

退職被保険者等療養給付費 500 8,500 ▲ 8,000

一般被保険者療養費 55,589 61,961 ▲ 6,372

退職被保険者等療養費 50 100 ▲ 50

審査支払手数料 18,689 16,421 2,268

一般被保険者高額療養費 823,641 815,538 8,103

退職被保険者等高額療養費 500 2,370 ▲ 1,870

一般被保険者高額介護合算療養費 1,000 1,000 0

退職被保険者等高額介護合算療養費 50 50 0

一般被保険者移送費 50 50 0

退職被保険者等移送費 10 10 0

出産育児一時金 27,300 29,400 ▲ 2,100

支払手数料 14 15 ▲ 1

葬祭諸費 葬祭費 6,000 6,250 ▲ 250

傷病手当金 傷病手当金 1,080 0 1,080

6,126,900 6,058,883 68,017

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児  
諸費

保険給付費合計

国民健康保険特別会計（８）

（単位:千円）
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３．国民健康保険事業費納付金
【R3予算額 2,136,461千円（R2予算額 2,321,312千円、対前年度 △184,851千円、

△8.0％）】

県が国民健康保険事業を運営するために、各市町から徴収する納付金

〇 医療給付費分 1,468,358千円 （R2 1,616,092千円）

〇 後期高齢者支援金等分 507,382千円 （R2 522,300千円）

〇 介護納付金分 160,721千円 （R2 182,920千円）

４．共同事業拠出金
【R3予算額 3千円（R2予算額 ３千円、対前年度 0千円、0.0％） 】

〇 共同事業拠出金 3千円 （R2 3千円）

６．保健事業費
【R3予算額 111,282千円（R2予算額 114,072千円、対前年度 △2,790千円、 △2.4％）】

〇 保健衛生普及費 14,376千円 （R2 14,059千円）
データヘルス計画に基づく保健事業の実施。
健康アプリ「BIWA-TEKU」事業、医療費通知、ジェネリック医薬品差額通知、基本
健診受診勧奨通知、重複頻回受診者保健指導、要医療対象者受診勧奨、糖尿病性腎症
重症化予防事業など。

〇 疾病予防費 11,800千円 （R2 11,800千円）
40歳以上の人間ドック受診者に費用の1/2を補助（上限2万円、脳ドックを含む場合
は3万円）。

〇 傷病見舞金 800千円 （R2 0千円）
自営業者など事業収入の方が新型コロナウイルス感染症に感染した場合に傷病見舞金
を支給。

〇 特定健康診査等事業費 84,306千円 （R2 88,213千円）
40歳から74歳の被保険者に対する特定健康診査・特定保健指導を実施。

国民健康保険特別会計（９）
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９．諸支出金
【R3予算額 58,680千円（R2予算額 17,842千円、対前年度 40,838千円、228.9%）】

〇 償還金及び還付加算金 7,370千円 （R2 7,070千円）
国保税の還付金及び還付加算金を計上。

〇 繰出金 51,310千円 （R2 10,772千円）
直営診療施設分を病院会計へ繰出し。

10.予備費
【R3予算額 5,000千円（R2予算額 5,000千円、対前年度 0千円、0.0%）】

〇 予備費 5,000千円 （R2 5,000千円）
予想外の医療費支出や予算を超過した支出に対応するため準備する費用。

〇 財政調整基金積立金 458千円 （R2 598千円）
財政調整基金の利子分を計上。

７．基金積立金
【R3予算額 458千円（R2予算額 598千円、対前年度 △１40千円、△23.4%）】

国民健康保険特別会計（10）



後期高齢者医療特別会計（１）
令和３年度当初予算の概要【市民環境部】

１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方

13

２ 当初予算額
（単位:千円）

３ 前年度との比較

【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

 市民環境部では、後期高齢者医療制度の運営を担っています。
 75歳以上の高齢者が安心して医療が受けられるよう、滋賀県後期高齢者医療広域連合と連携しながら、制度
の運営に努めています。

 後期高齢者に対する適正な保険料賦課と徴収を目標とし、医療費の適正化を図るためにジェネリック医薬品
の使用促進やいつまでも健康に暮らし続けることができるようフレイル(虚弱）予防に取り組んでいきます。

 

所 属 予算額の主な増減、事業見直しの内容

保険年金課 高齢者人口の増加と医療費の伸びに伴う医療給付費の増【＋26,045千円】

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

保険年金課 2,068,000 2,066,356 1,644 2,055,000 2,052,462 2,538 13,000 13,894 ▲ 894

部局合計 2,068,000 2,066,356 1,644 2,055,000 2,052,462 2,538 13,000 13,894 ▲ 894

歳出総額 歳出総額
所 属

令和３年度当初予算額① 令和２年度当初予算額② 差引（①－②）

歳出総額



後期高齢者医療特別会計（2）
当初予算の概要

14

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の
障がいがある方を対象とする医療保険制度であり、滋賀県後期高齢者医療広域
連合が保険者として、事務及び財政運営の共同処理、広域にわたる計画の策定、
構成市町の連絡調整を行う。

令和３年度予算については、広域連合の試算に基づき、市で実施する保険料
徴収・資格管理・保険証発行・窓口業務経費・医療給付費市負担分・健康診査
経費などを計上。

被保険者数の推移

12,203 12,378 12,646 12,788 12,761
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後期高齢者医療特別会計（3）
歳入の状況

歳入については、主に後期高齢者医療保険料及び「高齢者の医療の確保に関す
る法律」に基づく一般会計からの保険基盤安定繰入額の見込等により構成され、
広域連合が算出した保険料と、一般会計繰入金等を計上。

科 目 令和3年度 令和2年度 比 較 増減率

1.保険料 889,996 892,967 ▲ 2,971 ▲ 0.3

2.使用料及び手数料 90 90 0 0.0

3.繰入金 1,176,180 1,159,315 16,865 1.5

4.諸収入 1,724 2,024 ▲ 300 ▲ 14.8

5.繰越金 10 10 0 0.0

 国庫支出金 0 594 ▲ 594 ▲ 100.0

合 計 2,068,000 2,055,000 13,000 0.6

（単位:千円、％）

1.保険料, 889,996, 

43%

2.使用料及び手数料, 

90, 

0%

3.繰入金, 1,176,180, 

57%

4.諸収入, 1,724, 

0%

5.繰越金, 10,

0%
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１．保険料
【R3予算額 889,996千円（R2予算額 892,967千円、対前年度 △2,971千円、△0.3%）】

〇 後期高齢者保険料 889,996千円 （R2 892,967千円）
・ 特別徴収保険料 603,190千円 （R2 605,450千円）
・ 普通徴収保険料 286,806千円 （R2 287,517千円）

２．使用料及び手数料
【R3予算額 90千円（R2予算額 90千円、対前年度 0千円、0.0%）】

〇 督促手数料 90千円 （R2 90千円）

３．繰入金
【R3予算額 1,176,180千円（R2予算額 1,159,315千円、対前年度 16,865千円、1.5%）】

〇 保険基盤安定繰入金 192,566千円 （R2 197,705千円）
広域連合に支出する低所得者への保険料軽減分で、一般会計より繰入。
負担割合は、県3/4、市1/4。
所得等に応じ、７割、5割、2割の軽減。

〇 保険給付費繰入金 894,981千円 （R2 868,936千円）
広域連合へ支出する医療給付費市負担金分。

〇 健康診査事業繰入金 16,678千円 （R2 16,532千円）
健康診査事業委託分、実施経費にかかる繰入金。

〇 事務費繰入金 71,955千円 （R2   76,142千円）
広域連合に支出する広域連合負担金、審査支払手数料と一般管理費、賦課徴収費分。

後期高齢者医療特別会計（4）
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４．諸収入
【R3 予算額 1,724千円（R2予算額 2,024千円、対前年度 △300千円、△14.8%）】

〇 延滞金、加算金及び過料 80千円 （R2 80千円）
保険料収納にかかる延滞金。

〇 還付金及び還付加算金 1,634千円 （R2 1,534千円）
過年度保険料の還付金及び還付加算金に対し、広域連合からの返還分。

〇 雑入 10千円 （R2 410千円）
後期高齢者医療広域連合補助金等。

後期高齢者医療特別会計（5）
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後期高齢者医療特別会計（6）
歳出の状況

歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金及び市が負担
する保険基盤安定負担金の見込等を加えた額を計上。

（単位:千円、％）

1.総務費, 

1,114,708, 

54%

2.医療諸費, 

932,970, 

45%

3.衛生費, 16,678, 

1%

4.諸支出金, 1,644, 

0% 5.予備費, 2,000, 

0%

科 目 令和3年度 令和2年度 比 較 増減率

1.総務費 1,114,708 1,125,415 ▲ 10,707 ▲ 1.0

2.医療諸費 932,970 909,509 23,461 2.6

3.衛生費 16,678 16,532 146 0.9

4.諸支出金 1,644 1,544 100 6.5

5.予備費 2,000 2,000 0 0.0

合 計 2,068,000 2,055,000 13,000 0.6
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１．総務費
【R3予算額 1,114,708 千円（R2予算額 1,125,415千円、対前年度 △10,707千円、
△ 1.0％）】

〇 一般管理費 6,695千円 （R2 8,084千円）

〇 後期高齢者医療広域連合負担金 20,369千円 （R2 22,667千円）
広域連合の電算システム管理費、保健事業、人件費などの共通経費分にかかる市町
負担金。

均等割（10%）、高齢者人口割（45％）、人口割（45％）で算出。

〇 賦課徴収費 5,002千円 （R2 3,911千円）

〇 後期高齢者医療広域連合負担金 1,082,642千円 （R2 1,090,753千円）
広域連合へ納付する保険料の収納分および保険基盤安定負担分。

２．医療諸費
【R3予算額 932,970千円（R2予算額 909,509千円、対前年度 23,461 千円、2.6％）】

〇 医療給付費 894,981千円 （R2 868,936千円）
広域連合へ納付する医療給付費の市負担金分。

〇 審査支払手数料 37,989千円 （R2 40,573千円）
広域連合へ納付する医療給付にかかる審査支払手数料。

３．衛生費
【R3予算額 16,678千円（R2予算額 16,532千円、対前年度 146千円、0.9％）】

〇 予防費 16,678千円 （R2  16, 532千円）
健診事業にかかる経費。

後期高齢者医療特別会計（7）
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４．諸支出金
【R3予算額 1,644千円（R2予算額 1, 544千円、対前年度 100千円、6.5％）】

〇 保険料還付金 1,601千円 （R2 1,501円）

〇 還付加算金 33千円 （R2 33千円）

〇 一般会計繰出金 10千円 （R2 10千円）

５．予備費
【R3予算額 2,000千円（R2予算額 2,000千円、対前年度 0千円、0.0％）】

〇 予備費 2,000千円 （R2 2,000千円）
予想外の予算支出に対応するため準備する費用。

後期高齢者医療特別会計（8）



介護保険特別会計（１）
令和３年度当初予算の概要【健康福祉部】
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介護保険特別会計（２）
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介護保険特別会計（３）
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介護保険特別会計（４）
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介護保険特別会計（５）
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介護保険特別会計（６）
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介護保険特別会計（７）
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介護保険特別会計（８）
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介護保険特別会計（９）
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介護保険特別会計（10）
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介護保険特別会計（11）
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介護保険特別会計（12）
(単位:千円) 
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介護保険特別会計（13）
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方

【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源
農村整備課 47,346 6,062 41,284 44,847 6,128 38,719 2,499 ▲ 66 2,565

部局合計 47,346 6,062 41,284 44,847 6,128 38,719 2,499 ▲ 66 2,565

３ 前年度との比較

所 属 予算額の主な増減、事業見直しの内容

 基幹水利施設である野洲川ダム及び水口頭首工の施設管理者として、野洲川土地改良区との綿密な連携によ
り、適正な維持管理を行います。

 事業費が増加する傾向となりますが、老朽化が急激に進行する施設を計画的に修繕していくことにより、農
業用水を確保し、農業生産基盤の安定を図ります。

 関係４市とも協議し、出来る限り補助事業を活用し、施設の維持経費の縮減に努めます。

（単位:千円）

所 属
令和３年度当初予算額① 令和２年度当初予算額② 差引（①－②）

歳出総額 歳出総額 歳出総額

農村整備課
野洲川ダム、水口頭首工の老朽化に伴う維持修繕費の増【+2,363千円】

光ファイバー回線使用料の増【+454千円】

野洲川基幹水利施設管理事業特別会計（１）
令和３年度当初予算の概要【産業経済部】
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●事業目的 

 関係市と野洲川土地改良区とが連携を図りつつ、基幹水利施設である野洲川ダム及び水口頭首工とこ

れらと一元管理を行う幹線用排水路について、地域の農業情勢等の変化に対応した管理を行うことによ

り、その効用を適正に発揮させることを目的とする。 

 

●当初予算の規模                              (単位:千円・％) 

 令和３年度 

A 

令和２年度 

B 

比較 

A-B=C 

伸率 

C/B 

野洲川基幹水利施設管理事業 47,346 44,847 2,499 5.6 

 

●予算構成 

【歳入】                                    (単位:千円・％) 

 令和３年度 令和２年度 

B 

比較 

A-B=C 

伸率 

C/B A      構成比 

分担金および負担金 19,593 41.4 18,757 836 4.5 

県支出金 21,679 45.8 19,950 1,729 8.7 

繰入金 6,062 12.8 6,128 △66 △1.1 

繰越金 10 0.0 10 0 0.0 

諸収入 2 0.0 2 0 0.0 

歳入合計 47,346 100.0 44,847 2,499 5.6 

【歳出】                                                 (単位:千円・％) 

 令和３年度 令和２年度 

B 

比較 

A-B=C 

伸率 

C/B A      構成比 

旅費 16 0.0 16 0 0 

需用費 357 0.8 829 △472 △56.9 

役務費 42 0.1 42 0 0 

委託料 44,593 94.2 42,230 2,363 5.6 

使用料及び賃借料 2,184 4.6 1,730 454 26.2 

備品購入費 154 0.3 0 154  

歳出合計 47,346 100.0 44,847 2,499 5.6 

 

野洲川基幹水利施設管理事業特別会計（２）
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●当初予算の推移                                       (単位:千円) 

年度 H17 年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R２年度 R３年度 

金額 28,740 21,286 30,424 38,979 44,847 47,346 

 

野洲川基幹水利施設管理事業特別会計（３）
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●関係５市負担金率表(令和元年度見直し後)                               (単位:％) 

                               甲賀市 湖南市 栗東市 守山市 野洲市 計 

野洲川ダム 20.2 16.5 20.5 21.1 21.7 100 

 

 甲賀市 湖南市 計 

水口頭首工 43.9 56.1 100 

 

野洲川基幹水利施設管理事業特別会計（４）
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病院事業会計（１）
令和３年度当初予算の概要【健康福祉部】

１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額 （単位:千円）

令和３年度 令和２年度 差引
当初予算額① 当初予算額② （①－②）

828,086 840,694 ▲ 12,608

信楽中央病院 828,086 840,694 ▲ 12,608

155,035 43,270 111,765

187,692 69,246 118,446

３ 前年度との比較

所 属

所 属

 収益的収支については、令和２年度の新型コロナウイルス感染症による患者の減少を早期に回復することを重点目標
として、地域連携室業務を軸に関係医療機関との連携を推進し入院患者の確保を図ると共に、外来については受診案内
はもとより健康診断、各種検査など健康増進についても発信し患者の確保を図ります。
 また、資本的収支については、医療機器の更新及び施設の計画的維持管理を行います。

 地域に密着した公立病院として住民の健康の維持・増進を進めます。
 そのためにも、適切な医療サービスの提供はもとより在宅医療など地域医療の安定的な提供に貢献してまいります。
 また、新型コロナウイルス感染症対応については国や県、市の対策を踏まえ公的病院としての責務を最大限に果たし
てまいります。

 甲賀地域医療審議会及び本審議会に設置される信楽中央病院部会のご意見を踏まえて次期病院改革プランを策定しま
す。

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

予算額の主な増減、事業見直しの内容

信楽中央病院
市補助金について、令和２年度に引き続き経営支援分として50,000千円(増減なし)

資本的支出について、電子カルテシステム更新、空調設備更新工事などの整備のための増(＋118,446千円)



病院事業会計（２）
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令和３年度予算のポイント 

第３条 予算（収益的事業） 

  ８２８，０８６千円（前年度比１２，６０８千円減 １．５％減） 

【事業方針】 

  地域の中核病院として住民の健康維持・増進を図り、在宅医療を推進するためより良い

医療を提供すると共に、医療･保健･福祉サービスの提供機関との連携を進めます。 

また、甲賀市立信楽中央病院新改革プランの次期プランの策定を行うと共に、経営の改

善に向けた検討を行い収支の改善を図ります。 

【収入】 

 住みなれた地域で安心して生活ができるよう適切な診療を提供 

 医療機関の連携強化を図り病床利用率７５％をめざします。 

 外来患者数の増加を図るため病院内外における適切な医療サービスの提供 

 特別減収対策企業債の借入 

【支出】 

 経営改善アドバイザー業務委託 

 オンライン資格認証システム導入経費 

 新型コロナウイルス感染症対策経費（診療材料費等） 

第４条 予算（資本的事業） 

   １８７，６９２千円（前年度比１１８，４４６千円増 １７１．1％増） 

【事業方針】 

  安心安全な医療を提供するために医療機器及び施設の更新を計画的に資本投資します。 

 

【収入】 

 医療機器更新に係る一般会計及び国民健康保険特別会計からの補助金 

 企業債償還に係る一般会計からの補助金 

 空調設備更新工事に係る企業債の借入 

【支出】 

 建設改良事業の実施 医療機器の更新(電子カルテシステム更新、汚物洗浄消毒器

等) 空調設備更新工事 

 企業債の償還元金 
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令和3年度甲賀市病院事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収 入
（単位:千円）

区   分 金 額

1. 828,086 840,694 △ 12,608

1. 医 業 収 益 623,830 633,526 △ 9,696

1. 入 院 収 益 289,200 289,901 △ 701 入 院 収 益 289,200

2. 外 来 収 益 252,996 263,880 △ 10,884 外 来 収 益 252,996

3. そ の 他 医 業 収 益 81,634 79,745 1,889 室 料 収 益 9,696

受 託 事 業 収 益 17,777

その他医業収益 15,430

他 会 計 負 担 金 38,731

2. 医 業 外 収 益 204,246 207,158 △ 2,912

1.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

1 2 △ 1 預 金 利 息 1

2. 他 会 計 補 助 金 148,711 145,558 3,153 他 会 計 補 助 金 148,711

3. 他 会 計 負 担 金 38,074 37,859 215 他 会 計 負 担 金 38,074

4. ⾧ 期 前 受 金 戻 入 13,884 21,255 △ 7,371
国 庫 補 助 ⾧ 期
前 受 金 戻 入

2,683

一般会計繰入金
⾧期前受金戻入

11,201

5. そ の 他 医 業 外 収 益 2,564 2,484 80
そ の 他
医 業 外 収 益

2,564

6. 補 助 金 1,012 0 1,012 国 庫 補 助 金 1,012

3. 特 別 利 益 10 10 0

1. 過 年 度 損 益 修 正 益 10 10 0
過 年 度
損 益 修 正 益

10

病 院 事 業 収 益

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節
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支 出
（単位:千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分 金 額

1. 病 院 事 業 費 用 828,086 840,694 △ 12,608

1. 医 業 費 用 814,695 827,217 △ 12,522

1. 給 与 費 541,126 551,623 △ 10,497報 酬 19,425

給 料 225,897

手 当 160,556

賞 与 引 当 金
繰 入 額 30,239

法 定 福 利 費 103,247

退 職 給 付 引
当 金 繰 入 額 1,762

2. 材 料 費 96,448 102,830 △ 6,382薬 品 費 61,000

診 療 材 料 費 22,286

医 療 消 耗 備 品 費 1,230

給 食 材 料 費 11,932

3. 経 費 124,540 123,202 1,338厚 生 福 利 費 510

報 償 費 120

旅 費 239

消 耗 品 費 3,854

消 耗 備 品 費 1,100

光 熱 水 費 14,850

燃 料 費 2,193

食 料 費 4

印 刷 製 本 費 455

修 繕 費 6,302

保 険 料 1,018

交 際 費 110

賃 借 料 15,249

委 託 料 74,878

手 数 料 1,757

通 信 運 搬 費 1,268

諸 会 費 500

雑 費 133

4. 減 価 償 却 費 36,409 46,818 △ 10,409減 価 償 却 費 36,409

5. 資 産 減 耗 費 14,516 1,200 13,316た な 卸 資 産
減 耗 費 500

固 定 資 産 除 却 費 14,016
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病院事業会計（5）

資本的収入及び支出

収 入
（単位:千円）

支 出
（単位:千円）

6. 研 究 研 修 費 1,656 1,544 112 図 書 費 600

旅 費 612

研 修 費 444

2. 医 業 外 費 用 12,381 12,467 △ 86

1.
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

9,589 8,852 737 企 業 債 利 息 9,589

2.
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税

2,782 3,605 △ 823
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税

2,782

3. 雑 支 出 10 10 0 雑 支 出 10

3. 特 別 損 失 10 10 0

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 10 10 0
過 年 度 損 益
修 正 損

10

4. 予 備 費 1,000 1,000 0

1. 予 備 費 1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

区   分 金 額

1. 187,692 69,246 118,446

1. 建 設 改 良 費 124,006 6,488 117,518

1. 改 良 事 業 費 124,006 6,488 117,518 建 物 75,800

器 具 及 び 備 品 48,206

2. 企 業 債 償 還 金 61,886 60,958 928

1. 企 業 債 償 還 金 61,886 60,958 928 償 還 元 金 61,886

3. 貸 付 金 1,800 1,800 0

1. 貸 付 金 1,800 1,800 0 ⾧ 期 貸 付 金 1,800

資 本 的 支 出

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区   分 金 額

1. 資 本 的 収 入 155,035 43,270 111,765

1. 補 助 金 85,035 43,270 41,765

1. 補 助 金 85,035 43,270 41,765 他 会 計 補 助 金 85,035

2. 企 業 債 70,000 0 70,000

1. 企 業 債 70,000 0 70,000 企 業 債 70,000

比 較
節

款 項 目 本 年 度 前 年 度
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額 （単位:千円）

令和３年度 令和２年度 差引
当初予算額① 当初予算額② （①－②）

 

３ 前年度との比較

所 属

上下水道総務課

上水道課

▲ 131,9652,727,999

703,415 108,981

収益的支出 2,859,964

所 属

収益的収入 3,312,6473,033,477 ▲ 279,170

 中⾧期経営戦略において、建設改良費の平準化ならびに発行企業債の上限設定により、運営基盤の健全性を堅持します。また、水道
施設の統廃合による撤去費等のコスト削減を行い効率的な事業運営に取組みます。

 「安全」「強靭」「持続」の３つの基本方針に基づき、市民の日々の生活や経済活動に欠かすことのできない水道水を安全で安定的
に供給し続けるため、計画的な資産管理により財政収支の見通しを立て健全な運営に努めます。

 第２次甲賀市水道ビジョンに基づき、持続可能な水道事業の運営を図るため、漏水調査や計画的な水道施設及び管路の更新、整備を
進め有収率の向上を図ります。また、水源施設等への監視カメラ設置により、危機管理対策も講じていきます。

資本的収入 594,434

▲ 170,0451,538,915

上下水道総務課
上水道課

水道事業変更認可申請書作成業務の増【＋49,401千円】、県用水受水費の減【▲65,280千円】

建設改良費（委託料・工事費）の減【▲148,605千円】、固定資産売却益の減【▲201,088千円】

資本的支出 1,708,960

予算額の主な増減、事業見直しの内容



水道事業会計（２）
主要事業の予算
《水道事業会計》 （単位:千円）

No 種別 予算の内訳

246,033

国庫

県費

地方債

その他 12,858

一般財源 233,175

797,133

国庫

県費

地方債 400,000

その他 199,030

一般財源 198,103

事業名及び概要 令和３年当初予算額

1

事業名 施設更新事業
事業予算額

・委託料                            61,203
・工事費                          184,830

予算書頁 187
安全な水の安定供給のため、アセットマ
ネジメント(資産管理)計画(平成29年度末
策定)に基づき施設の更新を進めます。

担当課 上水道課

2

事業名 老朽管更新事業

・委託料                           101,089
・工事費                           696,044

予算書頁 187
安全な水の安定供給のため、アセットマ
ネジメント(資産管理)計画(平成29年度末
策定)に基づき管路の更新を進めます。

担当課 上水道課

事業予算額

44
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（一般会計） （企業会計）

４款 衛生費
 １項 保健衛生費
  １目 保健衛生総務費
  １９節 負担金補助及び交付金

48,235

収益的収入 基準内繰入金 32,539

 統合簡易水道 6,476

 高料金対策
（統合簡易水道激変緩和分）

25,333

 地方公営企業職員に係る
 児童手当に要する経費

730

基準外繰入金 15,696
2,838

12,858

  ２４節 投資及び出資金 46,846

資本的収入 基準内繰入金 30,667

 統合簡易水道 30,337

 地方公営企業職員に係る
 児童手当に要する経費

330

基準外繰入金 16,179

16,179

９款 消防費
 １項 消防費
  ３目 消防施設費
  １９節 負担金補助及び交付金

46,375

収益的収入
消火栓維持管理負担金 45,875

資本的収入
新設消火栓負担金 500

児童手当

甲賀町五反田東線布設替工事企業債利子１件
借入金19,000,000円の利子33,418円の事業費割合(0.4012)分

児童手当

土山町簡易水道企業債元金4件
借入金63,600,000円の元金3,268,461円の1/2

信楽町簡易水道企業債元金8件
借入金626,300,000円の元金31,075,538円の1/2

甲賀市簡易水道企業債元金22件 借入金556,000,000円の元金
（20,762,224円×10％）＋（20,762,224円×90％×1/2）

土山町統合簡易水道企業債元金５件
借入額72,300,000円の元金3,490,514円の1/2

甲南フロンティアパーク企業債利子6件
借入金378,800,000円の利子3,193,271円の事業費割合(0.906)分

山村辺地等活性化事業交付金
 算入対象経費額 25,716,000円の1/2

甲賀町五反田東線布設替工事企業債元金１件
借入金19,000,000円の元金1,200,610円の事業費割合分

甲南フロンティアパーク企業債元金6件
借入金378,800,000円の元金17,935,331円の事業費割合分

消火栓維持管理に係る負担金 3,670箇所×12,500円
(消火栓新設1基あたり500,000円÷耐用年数40年＝１年当たり12,500円）

新設消火栓設置に係る負担金 1箇所×500,000円

前々年度資本費のうち基準額を超える額に年間有収水量を乗じて算出
(統合前基準額25,333,000円－統合後基準額0円）×1.0＝25,333,000円

○令和３年度予算 繰入金内訳表

予算科目

土山町簡易水道企業債利子４件
借入金63,600,000円の利子557,507円の1/2

信楽町簡易水道企業債利子8件
借入金626,300,000円の利子4,663,540円の1/2

甲賀市簡易水道企業債利子22件 借入金556,000,000円の利子
（6,523,111円×10％）＋（6,523,111円×90％×1/2）

土山町統合簡易水道企業債利子５件
借入額72,300,000円の利子555,018円の1/2

項    目
繰入金額
（千円）

積算根拠
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番号 工  事  名 事業量 備考

1 甲南駅北側配水管布設工事 Φ75
Ｌ=125ｍ

2 ブロック給水監視システム設置工事 流量計
１箇所

3 水源監視カメラ設置工事 監視カメラ
5箇所 (7台)

4 牧浄水場床止復旧工事 床止工
L=35m

5 牧浄水場緩速ろ過池逆洗排水管改修工事 排水管Φ400
L=23m

6 土山第3水源地施設更新工事 取水ポンプΦ100
3台

7 朝宮浄水場外緩速ろ過池更生工事
ろ過池
３池

8 上水道減圧弁更新工事 減圧弁Φ100
１箇所

9 ⾧野配水池流量計変換器交換工事 流量計変換器
１基

10 黒滝調整池外計装設備更新工事 計装設備
4箇所

11 水口地区配給水管布設替工事その１ Φ50～100
Ｌ=837ｍ

（昭和４８）

12 水口地区配給水管布設替工事その２－１ Φ100～250
Ｌ=598ｍ

（昭和３４）

13 水口地区配給水管布設替工事その２ Φ75
Ｌ=175ｍ

（昭和３３）

14 和田地区配給水管布設替工事
Φ75～150
Ｌ=768ｍ

（昭和３８）

15 ⾧野地区配給水管移設工事その５ Φ20～200
Ｌ=2,290ｍ

（昭和５７）
下水道関連

16 希望ケ丘地区上水道舗装復旧工事その２
舗装工
Ａ=6,291㎡

17 東名坂地区上水道舗装復旧工事 舗装工
Ａ=4,794㎡

18 水口地区上水道舗装復旧工事その２ 舗装工
Ａ=192㎡

19 滝地区上水道舗装復旧工事その１ 舗装工
Ａ=4,100㎡

20 高嶺地区上水道舗装復旧工事 舗装工
Ａ=6,478㎡

21 植地区外上水道舗装復旧工事 舗装工
Ａ=2,333㎡

22 貴生川地区上水道舗装復旧工事 舗装工
Ａ=3,355㎡

23 ⾧野地区上水道舗装復旧工事
舗装工
Ａ=768㎡

令和３年度 水道事業 工事一覧

事業区分

建
設
工
事

改
良
工
事

老
朽
管
更
新

舗
装
復
旧

施
設
更
新
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方

【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額 （単位:千円）

令和３年度 令和２年度 差引
当初予算額① 当初予算額② （①－②）

234,300 4,900

水口医療介護センター 234,300 4,900
（みなくち診療所）

1,100 0

22,991 11,044

３ 前年度との比較

所 属

所 属

 身近に受診できる地域のかかりつけ医として、市民に必要な診療、市民に信頼される医療サービスを提供します。

 検温、マスク着用の徹底や発熱患者の動線分離など新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行いながら、かかり
つけ医として必要な医療サービスの提供を行います。
 市民が安心して毎日を過ごすことができる医療体制の整備として日曜診療を実施します。また、医師及び看護師の
確保に努め老朽化等による医療機器の更新整備を行い安定した診療を確保します。

 市立の診療所として地域医療の役割を再確認し、提供するサービスの種類や方向性について地域医療審議会での議
論を踏まえ、住民ニーズに合った診療について検討します。

収益的収入
229,400

収益的支出
229,400

資本的収入
1,100

資本的支出
11,947

予算額の主な増減、事業見直しの内容

水口医療介護センター
（みなくち診療所）

新型コロナウイルス感染症予防対策による材料費等の増【＋3,612千円】

医療用機器の更新等による改良事業費の増【＋10,945千円】
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診療所事業会計（２）
令和３年度予算のポイント

第３条 予算（収益的事業）
２３４，３００千円 （前年度比 ４，９００千円増 ２．１％増）

 【事業方針】

 【収 入】
 ・地域リハビリテーション事業受託、在宅リハビリテーション事業受託
 ・予防接種、各種検診等による増収

 【支 出】
 ・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策による施設材料費や施設消耗備品費の増

第４条 予算（資本的事業）
２２，９９１千円 （前年度比 １１，０４４千円増 ９２．４％増）

 【事業方針】
   適正な医療サービスを提供するため、医療機器の更新及び施設改修を実施し計画的に
設備投資をします。

 【収 入】
 ・国民健康保険特別会計補助金

 【支 出】
 ・改良事業の実施（職員駐車場整備工事、診療所出入口整備工事、骨密度測定
 装置及びＸ線デジタルラジオグラフィの購入）
 ・企業債の償還元金

 地域により良い医療を提供するために、中期経営計画の改定を実施します。
 また、令和３年１月から実施した日曜診療を継続し、市民が安心して毎日を過ごす
ことができる医療体制を確立します。
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収益的収入及び支出

収 入 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 234,300 229,400 4,900

1. 医 業 収 益 151,019 140,763 10,256

1. 外 来 収 益 129,158 117,943 11,215 外 来 収 益 129,158

2. そ の 他 医 業 収 益 21,861 22,820 △ 959 受 託 事 業 収 益 4,164

そ の 他 医 業 収 益 17,697

2. 医 業 外 収 益 83,280 88,636 △ 5,356

1.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

43 49 △ 6 預 金 利 息 43

2. 他 会 計 補 助 金 63,732 69,120 △ 5,388 他 会 計 補 助 金 63,732

3. 他 会 計 負 担 金 12,200 12,200 0 他 会 計 負 担 金 12,200

4. ⾧ 期 前 受 金 戻 入 6,379 6,335 44
国 庫 補 助
⾧ 期 前 受金 戻 入

6,269

市 補 助
⾧ 期 前 受金 戻 入

110

5. そ の 他 医業外 収益 926 932 △ 6
そ の 他
医 業 外 収 益

926

3. 特 別 利 益 1 1 0

2. 過年 度損 益修 正益 1 1 0
過 年 度 損 益
修 正 益

1

             令和３年度甲賀市診療所事業会計予算実施計画明細書

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

診 療 所 事 業 収 益
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支 出 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 234,300 229,400 4,900

1. 医 業 費 用 230,029 225,342 4,687

1. 給 与 費 173,013 173,117 △ 104 報 酬 54,659

給 料 48,275

手 当 39,113

賞 与 引 当 金
繰 入 額

6,921

法 定 福 利 費 24,045

2. 材 料 費 20,248 16,042 4,206 薬 品 費 8,980

施 設 材 料 費 10,392

施 設 消 耗 備 品 費 876

3. 経 費 23,640 24,165 △ 525 報 償 費 45

旅 費 423

消 耗 品 費 1,431

消 耗 備 品 費 126

光 熱 水 費 2,096

食 糧 費 1

印 刷 製 本 費 50

修 繕 費 862

保 険 料 113

賃 借 料 6,851

通 信 運 搬 費 509

委 託 料 6,697

手 数 料 1,177

 諸 会 費 120

交 際 費 10

雑 費 3,129

4. 減 価 償 却 費 12,766 11,656 1,110 建 物 減 価 償 却 費 5,202

器 械 備 品
減 価 償 却 費

7,564

5. 資 産 減 耗 費 2 2 0
た な 卸 資 産
減 耗 費

1

固 定 資 産 除 却 費 1

6. 研 究 研 修 費 360 360 0 図 書 費 160

旅 費 100

研 修 費 100

2. 医 業 外 費 用 3,701 3,500 201

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2,381 2,480 △ 99 企 業 債 利 息 2,331

一 時 借 入 金 利息 50

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,300 1,000 300
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,300

3. 雑 支 出 20 20 0 雑 支 出 20

3. 特 別 損 失 70 58 12

2. 過 年度 損 益修正損 70 58 12
過 年 度 損 益
修 正 損

70

4. 予 備 費 500 500 0

1. 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較

診 療 所 事 業 費 用

節
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資本的収入及び支出

収 入 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 1,100 1,100 0

2. 補 助 金 1,100 1,100 0

1. 補 助 金 1,100 1,100 0 他 会 計 補 助 金 1,100

支 出 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 22,991 11,947 11,044

1. 建 設 改 良 費 17,688 6,743 10,945

1. 改 良 事 業 費 17,688 6,743 10,945 土 地 280

建 物 4,021

医 療 機 器 整 備 13,387

2. 企 業 債 償 還 金 5,303 5,204 99

1. 企 業 債 償 還 金 5,303 5,204 99 償 還 元 金 5,303

資 本 的 支 出

節

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

資 本 的 収 入

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額 （単位:千円）

令和３年度 令和２年度 差引
当初予算額① 当初予算額② （①－②）

329,000 4,300

水口医療介護センター 329,000 4,300
（ケアセンターささゆり）

0 0

20,182 7,164

３ 前年度との比較

所 属 予算額の主な増減、事業見直しの内容

水口医療介護センター
（ケアセンターささゆり）

一般会計繰入金（経営基盤強化分）の減【▲24,000千円】

設備老朽化に伴う修繕実施による改良事業費の増【＋6,940千円】

新型コロナウイルス感染症予防対策による材料費の増【＋1,000千円】

資本的収入
0

資本的支出
13,018

収益的収入
324,700

収益的支出
324,700

所 属

 介護サービスの充実を図り、家族の介護負担の軽減に向けた介護サービスを実施します。
 在宅医療推進センターを拠点として専門職の相談員を配置し、市内医療・介護機関等と連携を図りながら、居宅介
護に必要な保健・医療・福祉サービスの最適な利用相談を行うなど居宅介護の充実を図ります。

 検温、マスク着用の徹底や面会時間の制限など新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を行いながら、介護職員の
確保に努め、利用者に寄り添った介護サービスの提供を行います。
 また、「抱え上げない介護」を実践し、入所サービスは通所リハビリテーションと一体的に取り組み、在宅生活支
援として、自立をめざした介護サービスの展開を進めます。

 住民ニーズに合った介護サービス及び施設の在り方について、地域医療審議会での議論を踏まえ検討します。
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介護老人保健施設事業会計（２）
令和３年度予算のポイント

第３条 予算（収益的事業）
３２９，０００千円（前年度比 ４，３００千円増 １．３％増）

 【事業方針】

 【収 入】
 ・利用者に寄り添った入所・居宅事業の提供
 ・在宅医療推進センター事業の拡充

 【支 出】
 ・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策による施設材料費や施設消耗品費の増
 ・土日直業務の委託

第４条 予算（資本的事業）
  ２０，１８２千円 （前年度比７，１６４千円増 ５５．０％増）

 【収 入】
  な し

 【支 出】
 ・改良事業の実施（職員駐車場整備工事、空調室外機保全整備、移動式リフト購入、
 公営企業会計システム更新）
 ・企業債の償還元金

 家族の介護負担軽減に向けた介護サービスを実施します。介護相談や居宅介護支援
を行い、⾧期・短期入所、通所リハビリテーション事業を進めます。利用者にも介護
職員にもメリットのある「抱え上げない介護」を推進します。
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介護老人保健施設事業会計（３）

収益的収入及び支出

収  入 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 329,000 324,700 4,300

1. 施 設 運営 事業 収益 215,596 188,758 26,838

1. 入 所 事 業 収 益 136,951 120,579 16,372 入 所 収 益 136,951

2. 居 宅 事 業 収 益 53,555 45,214 8,341 通 所 収 益 53,555

3.
居宅介 護支援 事業
収 益

2,032 2,067 △ 35
居 宅 介 護 支 援
事 業 収 益

2,032

4. そ の 他 事 業 収 益 23,058 20,898 2,160 そ の 他 事業 収 益 23,058

2.
施 設 運 営 事 業 外
収 益

113,403 135,941 △ 22,538

1.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

43 49 △ 6 預 金 利 息 43

2. 他 会 計 補 助 金 97,000 120,000 △ 23,000 他 会 計 補 助 金 97,000

3. 他 会 計 負 担 金 3,123 3,046 77 他 会 計 負 担 金 3,123

4. ⾧ 期 前 受 金 戻 入 836 795 41
国 庫 補 助
⾧ 期 前 受金 戻 入

819

県 補 助
⾧ 期 前 受金 戻 入

17

5. そ の 他事 業外 収益 12,401 12,051 350
そ の 他
事 業 外 収 益

12,401

3. 特 別 利 益 1 1 0

1. 過 年 度損 益修正益 1 1 0
過 年 度 損 益
修 正 益

1

介 護老人 保 健 施設
事 業 収 益

      令和３年度甲賀市介護老人保健施設事業会計予算実施計画明細書

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節
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介護老人保健施設事業会計（４）
支 出 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 329,000 324,700 4,300

1. 施設 運営事業費用 323,065 318,542 4,523

1. 給 与 費 231,732 229,232 2,500 報 酬 16,032

給 料 106,267

手 当 52,421

賞 与 引 当 金
繰 入 額

12,245

法 定 福 利 費 44,767

2. 材 料 費 17,434 16,278 1,156 薬 品 費 754

施 設 材 料 費 2,934

給 食 材 料 費 13,181

施 設 消 耗備 品費 565

3. 経 費 55,145 54,221 924 報 償 費 45

旅 費 492

消 耗 品 費 1,362

消 耗 備 品 費 100

光 熱 水 費 10,173

燃 料 費 1,657

食 糧 費 4

印 刷 製 本 費 177

修 繕 費 1,098

保 険 料 371

賃 借 料 2,490

通 信 運 搬 費 871

委 託 料 23,570

手 数 料 455

諸 会 費 22

雑 費 12,258

4. 減 価 償 却 費 18,331 18,388 △ 57 建 物 減 価償 却費 18,016

器 械 備 品
減 価 償 却 費

315

車 両 減 価償 却費 0

5. 資 産 減 耗 費 2 2 0
た な 卸 資 産
減 耗 費

1

固 定 資 産除 却費 1

6. 研 究 研 修 費 421 421 0 図 書 費 160

旅 費 40

研 修 費 221

2. 施設運営事業外費用 5,635 5,858 △ 223

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

5,634 5,857 △ 223 企 業 債 利 息 5,584

一 時 借 入金 利息 50

2. 雑 支 出 1 1 0 雑 支 出 1

3. 特 別 損 失 200 200 0

1. 過 年度 損益修 正損 200 200 0
過 年 度 損 益
修 正 損

200

4. 予 備 費 100 100 0

1. 予 備 費 100 100 0 予 備 費 100

前 年 度 比   較
節

介 護老人 保健 施 設
事 業 費 用

款 項 目 本 年 度
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介護老人保健施設事業会計（５）

資本的収入及び支出

支 出 （単位:千円） 

区   分 金   額

1. 20,182 13,018 7,164

1. 建 設 改 良 費 6,940 0 6,940

1. 改 良 事 業 費 6,940 0 6,940 土 地 698

建 物 2,442

器 具 及 び 備 品 3,800

2. 企 業 債 償 還 金 13,242 13,018 224

1. 企 業 債 償 還 金 13,242 13,018 224 償 還 元 金 13,242

節

資 本 的 支 出

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
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令和３年度当初予算の概要【上下水道部】
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１ 令和３年度予算の特徴、財源配分、事務事業見直しの考え方
【部局の役割】

【令和３年度事業計画に対する方針】

【財源配分、事務事業見直しの考え方】

２ 当初予算額 （単位:千円）

令和３年度 令和２年度 差引
当初予算額① 当初予算額② （①－②）

３ 前年度との比較

所 属

下水道課

上下水道総務課

所 属

収益的収入 3,697,521

収益的支出 3,662,291

3,587,593 ▲ 109,928

3,587,593

 下水道事業の健全経営を目指し、経営の安定と経営基盤の強化を図ります。
 また、生活環境の向上と公共用水域の水質保全を図るため、汚水処理施設整備構想に基づく公共下水道施設と浸水対策施設の整備を
進めます。

 公共下水道施設や浸水対策施設の整備を継続して進めるとともに、ストックマネジメント計画に基づく計画的な施設更新や不明水対
策、また農業集落排水処理施設の公共下水道への接続を進め、効率的な下水道事業経営を構築します。

 信楽町⾧野地区における公共下水道整備の早期実現に向けた事業を進めるとともに、下水道施設にかかる将来の維持管理経費や更新
工事費を削減するため施設の統廃合を図ります。

▲ 74,698

資本的収入 1,647,555

資本的支出 2,872,796

1,766,664 119,109

3,005,326 132,530

予算額の主な増減、事業見直しの内容

上下水道総務課
下水道課

農業集落排水施設機能強化・浸水対策の事業増【＋309,005千円】
公共下水道処理場設備更新の事業減【▲135,932千円】

施設使用料（収入）の減【▲50,415千円】、企業債利子の減【▲39,745千円】



下水道事業会計（２）
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主要事業の予算
《下水道事業会計》 （単位:千円）

No 種別 予算の内訳

18,000

国庫

県費

地方債 17,100

その他

一般財源 900

533,852

国庫 114,116

県費

地方債 393,043

その他

一般財源 26,693

1,760

国庫

県費

地方債

その他

一般財源 1,760

8,100

国庫 4,050

県費

地方債 3,600

その他

一般財源 450

360,000

国庫 172,500

県費

地方債 187,500

その他

一般財源 0

5

事業名 浸水対策施設整備事業

・委託料                       5,000
・工事費                   305,000
・補償費                     50,000

予算書頁 309
水害に強いまちを作るとともに、安全･安
心、快適な生活環境の実現のため、浸水
対策工事を進めます。

担当課 下水道課

事業予算額

4

事業名 汚水処理場⾧寿命化対策事業

・委託料                       8,100予算書頁 309
公共用水域の水質保全を図るため、土山
オー・デュ・ブールの⾧寿命化工事を進
めます。

担当課 下水道課

事業予算額

3

事業名 汚水管渠⾧寿命化対策事業

・工事費                       1,760予算書頁 297 甲南町希望ケ丘地区の生活環境の改善及
び公共用水域の水質保全を図るため、下
水道管渠及び蓋の⾧寿命化工事を進めま
す。担当課 下水道課

事業予算額

2

事業名 汚水管渠信楽処理区整備事業

・委託料                   107,762
・工事費                   280,190
・補償費                   145,900

予算書頁 309
信楽町⾧野地区の生活環境の改善及び公
共用水域の水質保全を図るため下水道整
備を進めます。

担当課 下水道課

事業予算額

・委託料                       1,000
・工事費                     17,000

予算書頁 309
流域処理区（水口・甲賀・甲南地域）の
生活環境の改善及び公共用水域の水質保
全を図るため、下水道整備を進めます。

担当課 下水道課

事業名及び概要 令和３年当初予算額

1

事業名 汚水管渠流域処理区整備事業
事業予算額
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下水道事業会計（４）
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下水道事業会計（５）
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下水道事業会計（６）

（一般会計） （企業会計）
６款 農林水産業費
 ２項 土地改良費
  ３目 農業集落排水事業費
  １９節 負担金補助及び交付金

296,288

収益的収入 基準内繰入金 195,602
 高度処理費 13,576
 臨時財政特例債等 2,094
 分流式下水道に要する経費 179,437
 水質規制費 495

基準外繰入金 100,686
94,664

6,022

  ２４節 投資及び出資金 125,595

資本的収入 基準内繰入金 24,440
 臨時財政特例債等 24,440

基準外繰入金 101,155
101,155

８款 土木費
 ４項 都市計画費
  ４目 下水道費
  １９節 負担金補助及び交付金

677,954

収益的収入 基準内繰入金 677,954
 雨水処理費 38,825
 水質規制費 2,915
 不明水処理費 72,255
 高度処理費 25,791
 高資本対策経費 356,766
 臨時財政特例債等 3,429
 普及特別対策に要する経費 30,204
 緊急下水道整備特定事業経費 1,241
 その他（流域・臨時措置分） 599
 下水道事業債特別措置分 331
 分流式下水道に要する経費 145,256
 地方公営企業職員に係る児童
 手当に要する経費

336

 災害復旧事業債 6

  ２４節 投資及び出資金 246,895

資本的収入 基準内繰入金 172,037
 臨時財政特例債等 24,685
 普及特別対策に要する経費 133,061
 緊急下水道整備特定事業経費 7,707
 その他（流域・臨時措置分） 2,892
 下水道事業債特別措置分 2,960
 災害復旧事業債 516
 地方公営企業職員に係る児童
 手当に要する経費

216

基準外繰入金 74,858
74,858

（高度処理の資本費＋高度処理維持管理費）×1/2
特例措置分利息＋臨特債利息
汚水維持管理費＋資本費（特定財源・使用料収入・他の繰入金を除く）

水質検査費用

■令和３年度予算 繰入金内訳表
予算科目 繰入金額

（千円）
項    目 積算根拠

施設維持に要する経費
 特定財源を除く汚水維持管理費＋特定の財源を除く資本費
 －料金収入－他の繰入基準による繰入－分流式下水道に要する経費

高度処理維持管理事業交付金分（県自治振興交付金額）

特例措置分元金＋臨特債元金

分流式下水道に要する経費（基準外）
 分流式下水道に要する経費を元利償還金を資本費として算出した額
 －基準内の分流式下水道に要する経費

維持管理費＋（減価償却費－⾧期前受金戻入）＋利息
水質検査費用
不明水量×維持管理費
（高度処理の資本費＋高度処理維持管理費）×1/2
前々年度の算定対象資本費と年間有収水量を用いて算出
特例措置分利息＋臨特債利息
普及特対分利息×55％
緊急下水道特定事業債利息
流域・臨時措置分利息
特別措置分利息
汚水維持管理費＋資本費（特定財源・使用料収入・他の繰入金を除く）

児童手当

災害復旧事業債利息×1/2

特例措置分元金＋臨特債元金
普及特対分償還元金×55％
緊急下水道特定事業債償還元金
流域・臨時措置分元金
特別措置分償還元金

児童手当

分流式下水道に要する経費（基準外）
 分流式下水道に要する経費を元利償還金を資本費として算出した額
 －基準内の分流式下水道に要する経費
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下水道事業会計（７）

汚
水

単
独

甲南駅周辺地区雨水整備工事10

11 通報装置取替工事
改良
工事

8

開削工BOX□2800×
2100
L=30ｍ

5

令和３年度 公共下水道事業 工事一覧

事業区分 番号 工事名 事業量 備考

推進工Φ1,350
L=90m

開削工Φ150～250
L=1,290m

3 ⾧野地区舗装復旧工事 舗装工 A=3,150ｍ2

北脇地区管渠整備工事 開削工Φ200 L=80m

中央雨水幹線整備その６工事9

通報装置取替工 20箇所

6 宇田地区ユニットポンプ設置工事 ユニットポンプ設置工
1基

7 公共下水道管渠整備工事

建
設
工
事

⾧野地区管渠整備工事その102

推進・開削工Φ150～200
L=1,520m⾧野地区管渠整備工事その９1

地
方
創
生

開削工BOX□1400
L=150m中央雨水幹線整備その５工事

4 深川地区管渠整備工事 開削工Φ150
L=110m

防
災
・
安
全

雨
水

汚水桝設置工 50箇所

単
独

汚
水
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下水道事業会計（８）
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下水道事業会計（９）

7 櫟野地区マンホールポンプ更新工事

令和３年度 農業集落排水事業 工事一覧

事業名

大河原地区マンホールポンプ更新工事

電気設備工 1式11

通報装置取替工 23箇所

保
存
工
事

汚
水

単
独

単
独

汚
水

8 五反田地区マンホールポンプ更新工事

改
良
工
事

農山
漁村

ポンプ設置工 1基

9 和田口橋改良に伴う下水道管仮設工事
（県事業関連）

施設移設工 1式

番号

ポンプ設置工 1基

備考事業量工事名

1 山内地区処理場機能強化工事 電気・機械設備工 1式

神保隠岐地区マンホールポンプ更新工事

12 神保隠岐地区処理場機械設備修繕工事 機械設備工 1式

10 通報装置取替工事

2 大沢地区処理場機械設備更新工事 機械設備工 1式

4 小佐治地区処理場機械設備更新工事 機械設備工 1式

3 岩室地区処理場機械設備更新工事 機械設備工 1式

6

宮地区処理場電気設備修繕工事

ポンプ設置工 1基

ポンプ設置工 1基5
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下水道事業会計（10）
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滋賀県

甲賀市


